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告         示 

 

兵庫県告示第62号 

救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条の規定により、申出（有効期限の更新）のあっ

た次の医療機関を救急病院と認定した。 

  令和７年２月４日 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 名 称  医療法人愛和会 金沢病院 

所 在 地  神戸市灘区神ノ木通４丁目２番15号 

認 定 年 月 日  令和７年１月30日 

認定の有効期限  令和10年１月29日 

２ 名 称  医療法人康雄会 西病院 

所 在 地  神戸市灘区備後町３丁目２番18号 

認 定 年 月 日  令和７年１月30日 

認定の有効期限  令和10年１月29日 

兵庫県公報 
 

発  行  人 
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３ 名 称  独立行政法人労働者健康安全機構 関西労災病院 

所 在 地  尼崎市稲葉荘３―１―69 

認 定 年 月 日  令和７年１月５日 

認定の有効期限  令和10年１月４日 

４ 名 称  医療法人信和会 明和病院 

所 在 地  西宮市上鳴尾町４番31号 

認 定 年 月 日  令和７年１月31日 

認定の有効期限  令和10年１月30日 

５ 名 称  芦屋セントマリア病院 

所 在 地  芦屋市朝日ヶ丘町８―22 

認 定 年 月 日  令和６年12月１日 

認定の有効期限  令和９年11月30日 

６ 名 称  公立学校共済組合 近畿中央病院 

所 在 地  伊丹市車塚３丁目１番地 

認 定 年 月 日  令和７年１月５日 

認定の有効期限  令和10年１月４日 

７ 名 称  伊丹恒生脳神経外科病院 

所 在 地  伊丹市西野１丁目300番地１ 

認 定 年 月 日  令和７年２月１日 

認定の有効期限  令和10年１月31日 

８ 名 称  医療法人社団みどり会 にしき記念病院 

所 在 地  丹波篠山市西谷575番地の１ 

認 定 年 月 日  令和７年２月１日 

認定の有効期限  令和10年１月31日 

 

兵庫県告示第63号 

 土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の４第１項の規定により、次の県営土地改良事業を行うため、緊

急防災工事計画を令和７年１月23日に定めたので、緊急防災工事計画書の写しを縦覧に供する。 

 この計画について不服がある場合には、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、兵庫県知事に対

して審査請求をすること、及びこの計画を定めたことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、神戸地方

裁判所に対し、兵庫県を被告として、この計画の取消しの訴えを提起することができる。 

 なお、審査請求のみをした場合には、この計画の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決書を受け取った

日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができる。 

  令和７年２月４日 

                   兵庫県知事 齋 藤 元 彦  

１ 事業名 

  農村地域防災減災事業 

２ 地区名 

  中ノ池（山田）地区 

３ 縦覧の期間 

  令和７年２月４日から同月25日まで 

４ 縦覧の場所 

 (1) 淡路市役所（縦覧期間のうち、土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

 (2) 兵庫県のホームページ 

   https://web.pref.hyogo.lg.jp/nk10/nakanoikeyamada-shinki.html 

 

兵庫県告示第64号 

 森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のように保安林の指定をする予定である。 
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  令和７年２月４日 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 保安林予定森林の所在場所 

  洲本市五色町鳥飼浦字大掛山2776、2777の２、2777の３、字船瀬2372 

２ 指定の目的 

  土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

 (1) 立木の伐採の方法 

  ア 主伐は、択伐による。 

  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。 

  ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

 (2) 立木の伐採の限度 

   次のとおりとする。 

 （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を兵庫県農林水産部治山課、淡路県民局洲本農林水産振興事務所

及び洲本市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 

兵庫県告示第65号 

漁業法（昭和24年法律第267号。以下「法」という。）第16条第１項に基づき、くろまぐろ（小型魚）に関す

る令和６管理年度における数量を次のように定めたので、同条第４項の規定に基づき公表する。 

  令和７年２月４日 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 都道府県別漁獲可能量 

  14.2トン 

２ 知事管理漁獲可能量 

法第16条第１項の知事管理漁獲可能量は次の表に掲げるとおりとする。 

 

 

 

 
 

公 告 

 

入札公告 

 ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達を次のとおり一般競争入札に付す。 

  令和７年２月４日 

契約担当者 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 調達内容 

 (1) 業務の名称 

   兵庫県衛星通信ネットワーク防災関係機関第３世代化業務委託 

 (2) 業務の仕様等 

   契約担当者が示す入札説明書及び仕様書のとおり 

 (3) 契約期間 

   契約締結日から令和７年３月31日（月）まで 

 (4) 納入場所 

   兵庫県（以下「県」という。）が指定する場所 

管理区分 知事管理漁獲可能量 

兵庫県日本海沿岸くろまぐろ漁業 7.0トン 

兵庫県日本海定置漁業 7.1トン 

兵庫県その他漁業 0.1トン 
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 (5) 入札方法 

  ア 前記(1)の業務について入札に付する。 

  イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額で入札すること。 

２ 一般競争入札参加資格 

 (1) 物品関係入札参加資格者として、県の物品関係入札参加資格（登録）者名簿に登録されている者である

こと。 

 (2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく県の入札参加資格制限基準による

資格制限を受けていない者であること。 

 (3) 一般競争入札参加申込書兼競争参加資格確認申請書（以下「申込書」という。）の提出期限日及び当委託

業務の入札の日において、県の指名停止基準に基づく指名停止を受けていない者であること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

３ 入札の参加申込及び入札書の提出等 

 (1) 申込書の提出場所、契約条項を示す場所及び入札説明書の交付場所並びに問合せ先 

   〒650－8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 兵庫県災害対策センター１階 

          兵庫県危機管理部災害対策課防災情報班 担当 船野 

          電話番号（078）362－9812 

 (2) 申込書の提出期間、契約条項を示す期間及び入札説明書の交付期間 

   令和７年２月４日（火）から同月18日（火）まで（兵庫県の休日を定める条例（平成元年兵庫県条例第

15号）第２条第１項に規定する県の休日を除く。）の午前９時30分から午後５時まで（正午から午後１時ま

でを除く。） 

 (3) 入札・開札の日時及び場所 

   令和７年３月17日（月）午後２時 兵庫県災害対策センター２階会議室 

 (4) 入札書の提出期限 

   前記(3)の入札・開札の日時及び場所に直接入札書を提出すること。ただし、郵送（書留郵便に限る。）

又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「郵

送等」という。）による入札については、令和７年３月14日（金）午後５時までに前記(1)の場所に必着の

こと。 

４ その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札保証金 

   契約希望金額（入札金額の100分の110）の100分の５以上の額の入札保証金を令和７年３月13日（木）正

午までに納入しなければならない。ただし、保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締

結した場合は、その保険証書を入札保証金に代えて提出すること。 

   保険期間は本件入札の参加申込後で、令和７年３月14日（金）以前の任意の日を開始日とし、同月24日

（月）以降の任意の日を終了日とすること。入札保証金又は入札保証保険証書の保険金額が契約希望金額

（入札書記載金額の100分の110）の100分の５未満であるときは、当該入札は無効となる。 

 (3) 契約保証金 

   落札者は、契約金額（入札書記載金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額）の100分の10以上

の額の契約保証金を契約締結日までに納入しなければならない。ただし、保険会社との間に県を被保険者

とする履行保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を契約保証金に代えて提出すること。 

 (4) 入札者に求められる義務 

   この入札に参加を希望する者は、申込書に前記２(1)の資格を有することを証明する書類を添付して、令

和７年２月18日（火）午後５時までに前記３(1)の場所に提出すること。また、開札日の前日までの間にお

いて、契約担当者から提出書類に関し、説明を求められた場合は、それに応じること。 
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 (5) 入札に関する条件 

  ア 入札は、所定の日時及び場所に入札書を持参又は郵送等により行うこと。 

  イ 入札保証金が必要な場合、所定の額の入札保証金（入札保証金に代わる担保の提供を含む。）が所定の

日時までに提出されていること。ただし、入札保証金に代えて入札保証保険証書を提出する場合は、保

険期間が契約締結予定日（令和７年３月24日（月））まであること。 

  ウ 入札者又はその代理人が同一事項について２通以上した入札でないこと。 

  エ 同一事項の入札において、他の入札者の代理人を兼ねた者又は２人以上の入札者の代理をした者の入

札でないこと。 

  オ 連合その他の不正行為によってされたと認められる入札でないこと。 

  カ 入札書に入札金額、入札者の氏名があり、入札内容が分明であること。 

  キ 代理人が入札する場合は、入札開始前に委任状を入札執行者に提出すること。 

  ク 入札金額は前記１(1)について総価（消費税及び地方消費税相当額を除く。）を記入すること。 

  ケ 入札書に記載された入札金額が訂正されていないこと。 

  コ 再度入札に参加できる者は、次のいずれかの者であること。 

   (ｱ) 初度の入札に参加して有効な入札をした者 

   (ｲ) 初度の入札において、前記アからケまでの条件に違反し無効となった入札者のうち、ア、エ又はオ

に違反して無効となった者以外の者 

 (6) 入札の無効 

   本公告に示した一般競争入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札、提出書類に虚偽の内容を記載した者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は、

無効とする。 

 (7) 契約書作成の要否 

   要作成 

 (8) 落札者の決定方法 

   入札説明書で示した業務を履行できると契約担当者が判断した入札者であって、財務規則（昭和39年兵

庫県規則第31号）第85条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な

入札を行った者を落札者とする。 

 (9) その他 

   詳細は、入札説明書による。 

５ Summary for the Notice of General Competitive Tendering 

 (1) Name and title of head of the procuring entity: 

   Saito Motohiko, Governor of Hyogo Prefecture 

 (2) Nature and quantity of the services to be required: 

   Update the satellite communication network of disaster prevention organizations to 3rd 

generation 

 (3) Fulfillment period: 

   From the date of signing of the contract to March 31, 2025 

 (4) Location: 

   As per designated by the head of the procuring entity in specification 

 (5) Deadline for the submission of tender appliacation forms: 

   17:00 February 18, 2025 

 (6) Deadline for tender: 

   17:00 March 14, 2025 by mail 

   14:00 March 17, 2025 by direct delivery 

 (7) Person to contact concerning the notice: 

   Mr. Funano, Emergency Response Division, Crisis Management Department, Hyogo Prefectural 

Government 

   5-10-1 Shimoyamate-dori, Chuo-ku, Kobe, Hyogo 650-8567 

   TEL (078)341-7711 extension 3151 
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  土砂災害警戒区域等の指定手続に関する要領に基づく土砂災害警戒区域の指定の案の閲覧 

土砂災害警戒区域等の指定手続に関する要領（以下「要領」という。）第４条第１項の規定により、土砂災害

警戒区域の指定の案を、次のとおり閲覧に供する。 

なお、指定しようとする区域内に存する土地若しくは建築物の所有者、管理者又は占有者は、閲覧期間の満

了の日まで、この案について兵庫県知事に意見書を提出することができる。 

  令和７年２月４日 

               兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 指定しようとする区域の名称等 

名   称 指 定 の 区 域 
土砂災害の発生原因と

なる自然現象の種類 

大内中(2) 

（126030065） 
朝来市山東町大内（別図１のとおり） 急傾斜地の崩壊 

（別図１は省略し、下記３に記載する場所に備え置いて閲覧に供する。） 

２ 指定の案の閲覧期間 

  令和７年２月５日（水）から同月19日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

３ 指定の案の閲覧場所 

  但馬県民局養父土木事務所及び朝来市役所 

４ 意見書に関する事項 

 (1) 様式 

   要領第５条第２項の規定により定める様式 

 (2) 提出先 

   但馬県民局養父土木事務所河川砂防第２課 

   〒667－0022 養父市八鹿町下網場320番地 

 (3) 提出期限 

   令和７年２月19日（水）まで（当日消印有効） 

 (4) 意見要旨及び兵庫県の考え方の公表 

   提出された意見の要旨及びこれに対する兵庫県の考え方は、令和７年２月28日（金）までに、上記３に

記載する場所において閲覧に供し、及び兵庫県ホームページに掲載し、公表する。 

 

土砂災害警戒区域等の指定手続に関する要領に基づく土砂災害特別警戒区域の指定の案の閲覧 

土砂災害警戒区域等の指定手続に関する要領（以下「要領」という。）第４条第１項の規定により、土砂災害

特別警戒区域の指定の案を、次のとおり閲覧に供する。 

なお、指定しようとする区域内に存する土地若しくは建築物の所有者、管理者又は占有者は、閲覧期間の満

了の日まで、この案について兵庫県知事に意見書を提出することができる。 

  令和７年２月４日 

                      兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 指定しようとする区域の名称等 

名   称 指 定 の 区 域 
土砂災害の発生原因と

なる自然現象の種類 

自然現象により建築物に

作用すると想定される衝

撃に関する事項 

大内中(2) 

（126030065） 

朝来市山東町大内（別図１のと

おり） 
急傾斜地の崩壊 別図１のとおり 

（別図１は省略し、下記３に記載する場所に備え置いて閲覧に供する。） 

２ 指定の案の閲覧期間 
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  令和７年２月５日（水）から同月19日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

３ 指定の案の閲覧場所 

  但馬県民局養父土木事務所及び朝来市役所 

４ 意見書に関する事項 

 (1) 様式 

   要領第５条第２項の規定により定める様式 

 (2) 提出先 

   但馬県民局養父土木事務所河川砂防第２課 

   〒667－0022 養父市八鹿町下網場320番地 

 (3) 提出期限 

   令和７年２月19日（水）まで（当日消印有効） 

 (4) 意見要旨及び兵庫県の考え方の公表 

   提出された意見の要旨及びこれに対する兵庫県の考え方は、令和７年２月28日（金）までに、上記３に

記載する場所において閲覧に供し、及び兵庫県ホームページに掲載し、公表する。 

 

   大規模小売店舗の新設に関する届出 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第５条第１項の規定により、次のとおり

大規模小売店舗の新設の届出があった。 

 ついては、当該届出及びその関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

 なお、法第８条第２項の規定により、この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４月以内に、兵庫県に対し、

意見書を提出することにより、これを述べることができる。 

  令和７年２月４日 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名 称 （仮称）ハローズ砥堀店 

  所在地 姫路市砥堀字梨ノ木185番ほか 

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

名称         住所                  代表者の氏名 

株式会社ハローズ   広島県福山市南蔵王町六丁目26番７号   佐 藤 利 行 

３ 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

名称         住所                  代表者の氏名 

株式会社ハローズ   広島県福山市南蔵王町六丁目26番７号   佐 藤 利 行 

４ 大規模小売店舗の新設をする日 

  令和７年９月18日 

５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

  3,070平方メートル 

６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

 (1) 駐車場の位置及び収容台数（位置については縦覧に供する関係図書に示すとおり。） 

   143台 

 (2) 駐輪場の位置及び収容台数（位置については縦覧に供する関係図書に示すとおり。） 

   88台 

 (3) 荷さばき施設の位置及び面積（位置については縦覧に供する関係図書に示すとおり。） 

   100平方メートル 

 (4) 廃棄物等の保管施設の位置及び容量（位置については縦覧に供する関係図書に示すとおり。） 

   55.3立方メートル 

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

 (1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

   開店時刻   閉店時刻 
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   午前０時   翌午前０時 

 (2) 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

   24時間 

 (3) 駐車場の自動車の出入口の数及び位置（位置については縦覧に供する関係図書に示すとおり。） 

   出入口３箇所、出口１箇所、入口１箇所 

 (4) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 

   午前６時から午後10時まで 

８ 届出年月日 

  令和７年１月17日 

９ 届出及びその関係書類の縦覧場所及び縦覧期間 

 (1) 縦覧場所 

   兵庫県まちづくり部都市計画課及び中播磨県民センター姫路土木事務所まちづくり建築第一課 

 (2) 縦覧期間 

   令和７年２月４日から４月間 

10 意見書の提出期限及び提出先 

 (1) 提出期限 

   令和７年６月４日 

 (2) 提出先 

   兵庫県まちづくり部都市計画課 

   〒650－8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

 

   大規模小売店舗の変更に関する届出 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により、次のとおり

大規模小売店舗の変更の届出があった。 

 ついては、当該届出及びその関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

 なお、法第８条第２項の規定により、この公告に係る大規模小売店舗を設置している者がその周辺の地域の

生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４月以内に、兵庫県に対

し、意見書を提出することにより、これを述べることができる。 

  令和７年２月４日 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦  

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名 称 ゆめタウン姫路 

所在地 姫路市今宿2017―１ 

２ 大規模小売店舗を設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

  名称        住所                 代表者の氏名 

  株式会社イズミ   広島市東区二葉の里三丁目３番１号   山 西 泰 明 

３ 変更事項 

  大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

 (1) 変更前 

   名称              住所                代表者の氏名 

   株式会社ザ・クロックハウス   東京都中央区築地四丁目１番１号   平 野 信 之 

   株式会社良品計画        東京都文京区後楽二丁目５番１号   堂 前 宣 夫 

  外24者 

 (2) 変更後 

   名称              住所                代表者の氏名 

   株式会社ザ・クロックハウス   東京都中央区築地四丁目１番１号   川 瀬 秀 二 

   株式会社良品計画        東京都文京区後楽二丁目５番１号   清 水   智 

  外25者 

４ 変更年月日 
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  令和６年11月24日ほか 

５ 届出年月日 

  令和７年１月17日 

６ 届出及びその関係書類の縦覧場所及び縦覧期間 

 (1) 縦覧場所 

   兵庫県まちづくり部都市計画課及び中播磨県民センター姫路土木事務所まちづくり建築第１課 

 (2) 縦覧期間 

   令和７年２月４日から４月間 

７ 意見書の提出期限及び提出先 

 (1) 提出期限 

   令和７年６月４日 

 (2) 提出先 

   兵庫県まちづくり部都市計画課 

   〒650－8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

 

   大規模小売店舗の廃止に関する届出 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第５項の規定により、次のとおり大規模小売店舗の廃

止の届出があった。 

  令和７年２月４日 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名称  マックスバリュ豊富店 

  所在地 姫路市豊富町御蔭字四辻󠄀1291―２ 

２ 大規模小売店舗内の廃止前の店舗面積の合計 

  1,491平方メートル 

３ 大規模小売店舗内の廃止後の店舗面積の合計 

  ０平方メートル 

４ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計が1,000平方メートル以下となる日 

  令和７年２月16日 

５ 届出年月日 

  令和７年１月20日 

 

   大規模小売店舗の廃止に関する届出 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第５項の規定により、次のとおり大規模小売店舗の廃

止の届出があった。 

  令和７年２月４日 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名 称 マックスバリュ稲美店 

  所在地 加古郡稲美町六分一字百丁歩1362番地50ほか 

２ 大規模小売店舗内の廃止前の店舗面積の合計 

  2,162平方メートル 

３ 大規模小売店舗内の廃止後の店舗面積の合計 

  ０平方メートル 

４ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計が1,000平方メートル以下となる日 

  令和７年１月20日 

５ 届出年月日 

  令和７年１月16日 
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入札公告 

ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達を次のとおり一般競争入札に付す。 

  令和７年２月４日 

契約担当者 

兵庫県阪神南県民センター長 小 林 拓 哉 

１ 入札に付する事項 

 (1) 件名 

   （一）淀川水系昆陽川捷水路 排水機場運転管理業務 

 (2) 仕様等 

   契約担当者が示す仕様書等のとおり。 

 (3) 契約期間 

   令和７年４月１日から令和８年３月31日までとする。 

 (4) 履行場所 

   入札説明書による。 

 (5) 入札方法 

   上記(1)について総価により入札に付する。 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額

（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった契約金額の110分の100に相当する金額（消費税相当額を除いた金額）を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

  単独企業又は特別共同企業体（以下「共同企業体」という。）による。 

 (1) 単独企業の資格要件 

  ア 物品関係入札参加資格者として、兵庫県（以下「県」という。）の物品関係入札参加資格（登録）者名

簿に登録されている者又は登録されていない者で開札の日時までに物品関係入札参加資格者として認定

された者で、大分類「役務の提供」、小分類「設備保守・管理」又は「その他役務」に登載されている者

であること。 

  イ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく県の入札参加資格制限基準によ

る入札参加の資格制限を受けていない者であること。 

  ウ 県の指名停止基準に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を、一般競争入札参加申込書兼競争

参加資格確認申請書（以下「申込書」という。）の提出期限日及び当該業務の入札の日において受けてい

ない者であること。 

  エ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第

225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

  オ 暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定す

る暴力団員又は暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定す

る暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

  カ 平成21年度以降に、終末処理場、排水ポンプ場、浄水処理施設、浄水ポンプ場に係る運転管理業務の

実施実績を、元請又は共同企業体の構成員（出資比率20パーセント以上のものに限る。）として有するこ

と。 

 (2) 共同企業体の資格要件 

  ア 構成員は２者又は３者とし、それぞれの出資比率が２者の場合は30パーセント以上、３者の場合は20

パーセント以上であること。 

    また、各構成員が、兵庫県建設工事に係る特別共同企業体取扱要綱に定める資本関係又は人的関係に

ある者（関係する会社）にないこと。 

  イ 共同企業体の代表構成員は、構成員の中で最大の施工能力を有する者であること。 

    また、出資比率は構成員中最大であること。 

  ウ 構成員は上記２(1)のアからオまでのいずれにも該当すること。 
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  エ 代表構成員は、上記２(1)のアからカまでのいずれにも該当すること。 

  オ 結成方法は自主結成とし、本件入札に関して入札参加申し込みを行った他の共同企業体の構成員を兼

ねていないこと。 

  カ 構成員の一部が、入札参加申し込み締め切り後に会社更生法に基づく更生手続開始の申立て等がなさ

れたこと又は入札参加資格制限に該当したこと若しくは指名停止を受けたことにより、その共同企業体

の構成員の資格を失った場合においては、令和７年３月14日（金）までの間、その共同企業体の残存構

成員は、資格を失った構成員に代わる構成員を補充した上で、新たな共同企業体を結成し、入札参加の

申し込みを行うことができ、新たな構成員が入札日までに入札参加資格を受けた時は、入札に参加する

ことができる。 

３ 申込書の提出場所等 

 (1) 申込書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書等の交付場所及び問い合わせ先 

   〒660－8588 尼崎市東難波町５―21―８（兵庫県尼崎総合庁舎２Ｆ） 

兵庫県阪神南県民センター県民躍動室総務防災課（財務担当） 

電話：06－6481－4515 

 (2) 申込書の提出期間、契約条項を示す期間、入札説明書等の交付期間 

   令和７年２月４日（火）から同月19日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

   午前９時から午後５時まで（午後０時から午後１時までを除く。） 

 (3) 入札・開札の日時及び場所 

   日時 令和７年３月21日（金）午前10時から 

   場所 兵庫県尼崎総合庁舎 別館２Ｆ大会議室（尼崎市東難波町５―21―８） 

 (4) 入札書の提出期限 

   上記(3)の入札・開札の日時及び場所に直接入札書を提出すること。ただし、郵便等（書留郵便及び書留

郵便に準ずるものに限る。）による入札の場合は、令和７年３月19日（水）午後５時までに上記(1)の場所

に必着のこと。 

４ その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札保証金 

   契約希望金額（入札書記載金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額）の100分の５以上の額の

入札保証金を令和７年３月18日（火）の午後５時までに納入しなければならない。ただし、保険会社との

間に兵庫県阪神南センター長を被保険者とする入札保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を入札

保証金に代えて令和７年３月18日（火）の午後５時までに提出すること。 

 (3) 契約保証金 

   落札者は、契約金額（入札書記載金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額）の100分の10以上

の額の契約保証金を契約締結までに納入しなければならない。ただし、保険会社との間に兵庫県阪神南セ

ンター長を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を契約保証金に代えて提出

すること。 

 (4) 入札者に求められる義務 

  ア この一般競争入札に参加を希望する者は、入札説明書及び仕様書で示した業務を履行できることを証

明する書類を令和７年２月19日（水）午後５時までに提出すること。 

  イ 入札者は、入札・開札日の前日までの間において、契約担当者から上記アの提出書類に関し説明を求

められた場合は、それに応じること。 

 (5) 入札に関する条件 

  ア 入札書が、所定の場所に所定の日時までに到着していること。 

  イ 所定の額の入札保証金（入札保証金に代わる担保の提供を含む。）が所定の日時までに提出されている

こと。ただし、入札保証金に代えて入札保証保険証書を提出する場合は、保険期間が入札説明書に示す

保険期間まであること。 

  ウ 入札者又はその代理人が同一事項について２通以上した入札でないこと。 

  エ 同一事項の入札において、他の入札者の代理人を兼ねた者又は２人以上の入札者の代理した者の入札

でないこと。 
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  オ 連合その他の不正行為によってされたと認められる入札でないこと。 

  カ 入札書に入札金額並びに入札者の氏名及び押印があり、入札内容が分明であること。 

  キ 代理人が入札する場合は、入札開始前に委任状を入札執行者に提出すること。 

  ク 入札金額は上記１(1)について総価（消費税及び地方消費税相当額を除く。）を記入すること。 

  ケ 入札書に記載された入札金額が訂正されていないこと。 

  コ 入札執行に際しては、積算内訳書を提出すること。 

  サ 再度入札に参加できる者は、次のいずれかの条件を具備した者であること。 

   (ｱ) 初度の入札に参加して有効な入札をした者 

   (ｲ) 初度の入札において、上記アからコまでの条件に違反し無効となった入札者のうち、ア、エ又はオ

に違反し無効となった者以外の者 

  シ 入札の対象となる調達に係る予算が議決され、その予算の執行が可能であること。 

 (6) 入札の無効 

   本公告に示した一般競争入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札、申込書又は関係書類に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入

札は、無効とする。 

 (7) 契約書作成の要否 

   要作成 

 (8) 落札者の決定方法 

   入札説明書で示した業務を履行できると契約担当者が判断した入札者であって、財務規則（昭和39年兵

庫県規則第31号）第85条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な

入札を行ったものを落札者とする。 

 (9) その他 

   詳細は、入札説明書による。 

５ Summary for the Notice of General Competitive Tendering 

 (1) Nature of the services to be required: 

Operation and management of the drainage pump station 

on the Koya River Cut-off Channel (class A river), part of the Yodogawa River System: 1 set 

1. Operation and monitoring 

2. Maintenance and inspection 

3. Repair of facilities and equipment 

4. Annual inspection 

 (2) Deadline for the submission of tender application forms: 

17:00  February 19, 2025 

 (3) Deadline for tender: 

10:00 March 21,  2025 by direct delivery 

17:00  March 19,  2025 by mail 

 (4) Person to contact concerning the notice: 

Mr Suetake, Civil Administration Office, Hanshinminami District Administration Center, Hyogo 

Prefectural Government 

5-21-8, Higashinaniwachou, Amagasaki city, Hyogo 660-8588 

TEL(06)6481-4515 

 

   都市計画法第36条第３項に基づく工事完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定による許可に係る次の開発行為に関する工事は、完

了した。 

  令和７年２月４日 

                      兵庫県知事 齋 藤 元 彦  

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  相生市那波野二丁目756番１、757番１の一部、757番３の一部、758番３ 
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２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名又は名称 

  揖保郡太子町鵤90番地４ 

  株式会社桑野エステート 代表取締役 桑 野 仁 志 

３ 許可年月日及び許可番号 

  令和６年８月27日 

  兵庫県指令中播（姫土）（建）第１－11号（６相生） 

 

   都市計画法第36条第３項に基づく工事完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定による許可に係る次の開発行為に関する工事は、完

了した。 

  令和７年２月４日 

                          兵庫県知事 齋 藤 元 彦 

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  赤穂市尾崎字明神木3931番 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名又は名称 

  赤穂市元町１番地の５ 

  株式会社創備 代表取締役 平 井 克 昌 

３ 許可年月日及び許可番号 

  令和６年９月３日 

  兵庫県指令中播(姫土)(建)第１－13号(６赤穂) 
 

病 院 局 公 告 

 

政府調達に関する協定に係るプロポーザルの実施 

 ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受けるプロポーザルを実施する。 

  令和７年２月４日 

兵庫県病院事業 契約担当者   

兵庫県立西宮病院長 野 口 眞三郎 

１ 調達内容 

 (1) 調達物品及び数量 

   兵庫県立西宮総合医療センター（仮称）総合医療情報システム 一式 

 (2) 調達物品の特質等 

   調達物品の性能等に関し、契約担当者が兵庫県立西宮総合医療センター（仮称）総合医療情報システム

導入に係る企画提案募集要領（以下「募集要領」という。）で指定する特質等を有すること。 

 (3) 納入期限 

   令和８年６月30日（火） 

   上記とするが現時点で開院時期未定のため、別途協議とする。 

 (4) 履行場所 

   兵庫県立西宮総合医療センター（仮称）西宮市津門大塚町（阪急電鉄今津線・阪神国道駅東側） 

２ 参加資格 

 (1) 総合医療情報システムの取扱いをしており、日本国内において、過去５年間において一般病床400床以上

の高度急性期又は急性期医療機関における同等のシステム導入を受注し、納入した実績を５件以上有する

者であること。 

 (2) 異なるベンダの電子カルテシステムが稼働する病院の統合案件におけるシステム導入実績を有する者で

あること。 

 (3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく兵庫県（以下「県」という。）の 

入札参加資格制限基準による資格制限を、本公告の日から企画提案書の受付期間の末日までの間において 

受けていない者であること。 

 (4) 兵庫県の指名停止基準に基づく指名停止を、本公告の日から企画提案書の受付期間の末日までの間に 
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おいて受けていない者であること。 

 (5) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づく再生手続開始の申立てが本公告の日から企画提案書の受付期間の末日までの間においてなさ

れていない者であること。 

 (6) 兵庫県税を滞納していないこと。 

 (7) 次のアからウに該当する者でないこと。（必要に応じて、関係機関に事実関係の照会を行うことがある。） 

  ア 役員のうち次のいずれかに該当するものがある法人等 

   (ｱ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

   (ｲ) 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が上記(ｱ)に該当する者 

  イ 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がその事業活動を支援する者 

 ウ その法人等の親会社等（その者の経営を実質的に支配することが可能となる関係のある者）が上記ア

及びイのいずれかに該当する者 

３ 参加手続 

 (1) 事務局 

   〒662－0918 西宮市六湛寺町13番９号 

          兵庫県立西宮病院総務部医事企画課 

          電 話（0798）34－5151（代表） 

          ＦＡＸ（0798）23－4594 

 (2) 募集要領の配布 

  ア 配布期間 

    令和７年２月４日（火）から同月12日（水）まで兵庫県の休日を定める条例（平成元年兵庫県条例第

15号）第２条第１項に規定する県の休日を除く。）の午前９時から午後４時まで（正午から午後１時まで

を除く。）。 

  イ 配布場所 

    上記(1)に同じ。 

 (3) 参加表明書 

  ア 提出方法 

    所定の参加表明書様式により行うこととし、持参又は郵送とする。 

  イ 受付期間 

    令和７年２月13日（木）から同月27日（木）まで（兵庫県の休日を定める条例（平成元年兵庫県条例

第15号）第２条第１項に規定する県の休日を除く。）の午前９時から午後４時まで（正午から午後１時ま

でを除く。）。郵送の場合は、令和７年２月27日（木）必着とする。 

  ウ 提出場所 

    上記(1)に同じ。 

 (4) 質問及び回答 

  ア 質問方法 

    質問については、所定の質問書様式により行うこととし、事務局への持参、電子メール又は郵送とす

る。送付先電子メールアドレスは、募集要領配布の際に伝える。 

  イ 受付期間 

    令和７年２月13日（木）から同月20日（木）で（兵庫県の休日を定める条例（平成元年兵庫県条例第

15号）第２条第１項に規定する県の休日を除く。）の午前９時から午後４時まで（正午から午後１時まで

を除く。）。郵送の場合は、令和７年２月20日（木）必着とする。 

  ウ 質問回答期間 

    令和７年２月25日（火）から同年３月４日（火）まで（兵庫県の休日を定める条例（平成元年兵庫県

条例第15号）第２条第１項に規定する県の休日を除く。）の期間内に、質問書提出者及び参加表明書提出

者に対して順次電子メールもしくはＦＡＸにより送付する。 

 (5) 企画提案書 

  ア 提出方法 

    持参又は郵送とする。 
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  イ 受付期間 

    令和７年２月21日（金）から同年３月７日（金）まで（兵庫県の休日を定める条例（平成元年兵庫県

条例第15号）第２条第１項に規定する県の休日を除く。）の午前９時から午後４時まで（正午から午後１

時までを除く。）。郵送の場合は、令和７年３月７日（金）必着とする。 

  ウ 提出場所 

    上記(1)に同じ。 

  エ 提出書類 

    募集要領に定める。 

 (6) プレゼンテーション 

  ア 企画提案書を提出した者に対して、提出された企画提案内容についてのプレゼンテーションを求める。 

  イ プレゼンテーション実施の日時、場所等については、参加者に対し別途連絡する。 

４ 当選者の選定、決定及び通知の方法 

 (1) 選定方法 

  選定は、「兵庫県立西宮総合医療センター（仮称）総合医療情報システムプロポーザル審査委員会」（以

下「委員会」という。）において行う。 

 (2) 決定方法 

   委員会の選定結果に基づき、当選者及び次点者を決定する。 

 (3) 選定結果の通知 

   選定結果は、参加者全員に対して文書で通知する。 

 (4) 当選後の取扱い 

   当選者は、「兵庫県立西宮総合医療センター（仮称）総合医療情報システム」の契約予定者となる。 

 (5) 失格事項 

   次のいずれかに該当する者は失格とする。 

  ア 期限までに提案書を提出しなかった者 

  イ 正当な理由なくプレゼンテーションの実施時間に遅れた者 

  ウ 提出書類に虚偽の記載をした者 

５ その他 

 (1) 書類作成において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 (2) 留意事項 

  ア 提出書類の著作権は、参加者に帰属する。 

  イ 提出書類は、非公開とする。 

  ウ 提出書類は、返却しない。 

  エ 提出書類について、この書面及び募集要領に定める様式に適合しない場合は、提出された提案書を無

効とすることがある。 

  オ 提出書類に虚偽の記載をした場合には、提出された提案書を無効とするとともに、虚偽の記載をした

者に対して、指名停止の措置を行うことがある。 

  カ 原則として、書類提出後の記載内容の変更は認めない。 

 (3) 参加に要する費用 

   本プロポーザルの参加に要する費用は、参加者の負担とする。 

 (4) その他 

   詳細は、募集要領による。 

６ Summary for the Notice of Forthcoming Competition 

 (1) Name and title of head of the procuring entity: 

   Dr. Noguchi, Director of Hyogo Prefectural Nishinomiya Hospital 

 (2) Nature and quantity of the services to be required: 

   Proposals for Medical total information System 

 (3) The acceptance period for the submission of proposals: 

   From 9:00am to 4:00pm every weekday from Friday, February 21 through Friday, March 7, 2025 

 (4) Contact point for the notice: 
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   Medical Professions Division, Hyogo Prefectural Nishinomiya Hospital, 13-9, 

   Rokutanji-cho, Nishinomiya-shi, Hyogo 662-0918 

   TEL (0798)34-5151 
 

教 育 委 員 会 告 示 

 

兵庫県教育委員会告示第２号 

学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第36条第１項の規定により、次の指定技能教育施設の指定を解除

した。 

  令和７年２月４日 

兵庫県教育委員会       

教育長 藤 原 俊 平 

１ 指定技能教育施設の名称等 

学校法人東亜学園 東亜学園商業実務専門学校（神戸市長田区西山町４丁目11―25） 

２ 連携措置に係る科目の名称 

 ビジネス基礎、広告と販売促進、簿記、財務会計Ⅰ、経済活動と法、原価計算、財務会計Ⅱ、情報処理、

課題研究 
 

警 察 本 部 公 告 

 

入札公告 

 ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達を次のとおり一般競争入札に付す。 

  令和７年２月４日 

   契約担当者               

     兵庫県警察本部長 村 井 紀 之 

１ 調達内容 

 (1) 購入物品及び数量 

   令和７年度兵庫県警察車両のタイヤ及びチューブの購入並びに兵庫県警察本部車両のタイヤ組替え及び

パンク修理の単価契約 

  ア タイヤ         予定数量 3,635本 

  イ チューブ        予定数量    91本 

  ウ タイヤ組替え（普通車）  予定数量 4,012本 

  エ タイヤ組替え（大型車） 予定数量   570本 

  オ パンク修理       予定数量    14本 

 (2) 購入物品の特質等 

   購入物品の性能等に関し、契約担当者が入札説明書で指定する特質等を有すること。 

 (3) 納入期間 

   令和７年４月１日（火）から令和８年３月31日（火）まで 

 (4) 納入場所 

   契約担当者が指定する場所 

 (5) 入札方法 

   上記(1)の物品について入札に付する。 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額 

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 一般競争入札参加資格 

 (1) 物品関係入札参加資格者として、兵庫県（以下「県」という。）の物品関係入札参加資格（登録）者名簿

に登録されている者又は登録されていない者で参加申込みの期間中に出納局物品管理課へ申請し、開札の 

日時までに物品関係入札参加資格者として認定された者であること。 
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 (2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく県の入札参加資格制限基準による

資格制限を受けていない者であること。 

 (3) 一般競争入札参加申込書兼競争参加資格確認申請書（以下「申込書」という。）の提出期限日及び当該調

達の入札の日において、県の指名停止基準に基づく指名停止を受けていない者であること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

 (5) 暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定する

暴力団員又は暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴

力団及び暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

３ 入札の参加申込及び入札の方法等 

 (1) 申込書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 

   〒650－8510 神戸市中央区下山手通５丁目４番１号  

兵庫県警察本部総務部装備課車両管理係 

          電話（078）341－7441 内線2342 

 (2) 申込書の提出期間、契約条項を示す期間、入札説明書の交付期間 

   令和７年２月４日（火）から同月18日（火）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

   午前10時から午後５時まで 

 (3) 入札及び開札の日時並びに場所 

   令和７年３月11日（火）午後２時 

   神戸市中央区下山手通５丁目４番１号 兵庫県警察本部14階装備課 

 (4) 入札書の提出期限 

   上記(3)の入札及び開札の日時並びに場所に直接入札書を提出すること。ただし、郵送又は民間事業者に

よる信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは

同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「郵送等」という。）に

よる入札については、令和７年３月10日（月）午後５時までに上記(1)の場所に必着のこと。 

４ その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札保証金 

   契約希望金額（入札書記載金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額）の100分の５以上の額の

入札保証金を令和７年３月７日（金）正午までに納入しなければならない。ただし、保険会社との間に契

約担当者を被保険者とする入札保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を入札保証金に代えて提出

すること。 

 (3) 契約保証金 

   契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結日までに納入しなければならない。ただし、保険

会社との間に契約担当者を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を契約保証

金に代えて提出すること。 

 (4) 入札者に要求される義務 

  ア この一般競争に参加を希望する者は、四輪及び二輪（特殊な車両を除く。）については、警察本部及び

各警察署の近隣に営業所等を、白バイについては、入札説明書で示す地区ごとに最低１箇所営業所等を

確保し、その一覧表を「営業所及びメンテナンス業者保有（設置）一覧表」で作成し提出すること。 

  イ タイヤ及びチューブの出荷能力があることを証明する「特約店証明書」等を提出すること。 

  ウ 納入しようとするタイヤ等の品質が分かる資料「カタログ」等を提出すること。 

  エ 上記アからウまでの証明書等は、令和７年２月18日（火）までに提出すること。 

  オ 入札者は、開札日の前日までの間において、契約担当者から上記アからウまでの証明書等に関し説明

を求められた場合は、それに応じること。 

 (5) 入札に関する条件 

  ア 入札書は、上記３(3)の日時及び場所に直接持参すること。ただし、郵送等による入札の場合は、令和

７年３月10日（月）午後５時までに、上記３(1)の場所に必着のこと。 

  イ 所定の額の入札保証金（入札保証金に代わる担保の提供を含む。）が所定の日時までに提出されている
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こと。ただし、入札保証金に代えて入札保証保険証書を提出する場合は、保険期間が契約締結予定日（令

和７年４月１日（火））まであること。 

  ウ 入札者又はその代理人が同一事項について２通以上した入札でないこと。 

  エ 同一事項の入札において、他の入札者の代理人を兼ねた者又は２人以上の入札者の代理をした者の入

札でないこと。 

  オ 連合その他の不正行為によってされたと認められる入札でないこと。 

  カ 入札書に入札金額並びに入札者の氏名があり、入札内容が分明であること。 

  キ 代理人が入札をする場合は、入札開始前に必要に応じて委任状を入札執行者に提出すること。 

  ク 入札書に記載された入札金額が訂正されていないこと。 

  ケ 再度入札に参加できる者は、次のいずれかの者であること。 

(ｱ) 初度の入札に参加して有効な入札をした者 

(ｲ) 初度の入札において、上記アからクまでの条件に違反し無効となった入札者のうち、ア、エ又はオ

に違反し無効となったもの以外の者 

  コ 入札の対象となる調達に係る予算が議決されその予算の執行が可能であること。 

 (6) 入札の無効 

   本公告に示した一般競争入札参加資格のない者のした入札、仕様を満たさない者のした入札、申込書又

は関係書類に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

 (7) 契約書の作成の要否      

   要作成 

 (8) 落札者の決定方法 

 入札説明書で示した車両用タイヤ・チューブを納入、タイヤ交換及びパンク修理ができると契約担当者

が判断した入札者であって財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）第85条の規定に基づいて作成された予

定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落札者とする。 

 (9) その他 

   詳細は、入札説明書による。 

５  Summary for the bid announcement 

 (1) Person in charge: 

Toshiyuki Murai, Chief of Hyogo Prefectural Police HQ 

 (2) Products to be purchased: 

a Tires for vehicles                  Approx. 3,635 

b Inner tubes                         Approx.    91 

c Changing tires(Standard sized car)  Approx. 4,012 

d Changing tires(Large sized car)     Approx.   570 

e Repairing flat tires                Approx.    14 

 (3) Delivery period: 

From April 1, 2025 to March 31, 2026 

 (4) Delivery places: 

The designated place by Chief of Hyogo Prefectural Police HQ 

 (5) Deadline for the application forms: 

17:00 February 18, 2025 

 (6) Deadline for bidding: 

17:00 March 10, 2025 by mail; 

14:00 March 11, 2025 by direct delivery 

 (7) Secretariat: 

Equipment Division, Hyogo Prefectural Police HQ  

5-4-1 Shimoyamate-dori, Chuo-ku, Kobe, Hyogo 650-8510  

TEL (078)341-7441 Ext. 2342 
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落札者等の公示 

ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達の落札者等について、次のとおり公示する。 

  令和７年２月４日 

契約担当者              

兵庫県警察本部長 村 井 紀 之 

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 

  兵庫県警察本部本館で使用する電気（再生可能エネルギー100％） 

  予定数量8,511,630キロワット時／年 

２ 契約に関する事務を担当する課の名称及び所在地 

  兵庫県警察本部会計課 神戸市中央区下山手通５丁目４番１号 

３ 落札者を決定した日 

  令和７年１月22日 

４ 落札者の名称及び住所 

  中部電力ミライズ株式会社 名古屋市東新町１番地 

５ 落札金額 

  148,798,023円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 入札公告をした日 

  令和６年12月３日 

 

落札者等の公示 

 ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達の落札者等について、次のとおり公示する。 

  令和７年２月４日 

契約担当者              

兵庫県警察本部長 村 井 紀 之 

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 

  兵庫県警察科学捜査支援センターほか49庁舎で使用する電気 

  予定数量13,862,648キロワット時／年 

２ 契約に関する事務を担当する課の名称及び所在地 

  兵庫県警察本部会計課 神戸市中央区下山手通５丁目４番１号 

３ 落札者を決定した日 

  令和７年１月22日 

４ 落札者の名称及び住所 

  中部電力ミライズ株式会社 名古屋市東新町１番地 

５ 落札金額 

  273,542,063円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 入札公告をした日 

  令和６年12月３日 

 

落札者等の公示 

ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達の落札者等について、次のとおり公示する。 

  令和７年２月４日 

契約担当者 

兵庫県警察本部長 村 井 紀 之 

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 



令和７年２月４日 火曜日   兵 庫 県 公 報          第 588 号 

20 

  兵庫県自動車運転免許試験場ほか４庁舎で使用する電気（再生可能エネルギー100％） 

  予定数量1,717,503キロワット時／年 

２ 契約に関する事務を担当する課の名称及び所在地 

  兵庫県警察本部会計課 神戸市中央区下山手通５丁目４番１号 

３ 落札者を決定した日 

  令和７年１月22日 

４ 落札者の名称及び住所 

  中部電力ミライズ株式会社  名古屋市東区東新町１番地 

５ 落札金額 

  36,076,872円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 入札公告をした日 

  令和６年12月３日 


